
別記様式12号
浦上警察署協議会第１回会議議事概要

日 時 平成31年１月29日(火) 13時30分～15時30分

場 所 浦上警察署講堂

１ 協議会
村元会長 平委員 北川委員 三村委員 古賀委員 小村委員
喜々津委員 宮瀬委員 百岳委員 本川委員

出 席 者 ２ 警察署
細田署長 古賀副署長 山下警務課長 平松生活安全課長
山下交通課長

３ 書 記
警務係長

１ 前回会議での協議会の意見に対する推進状況について
署長から、前回協議会の提出意見に対する推進状況について、次

のとおり説明があった。
(1) 歳末期に向けた交通事故抑止対策の推進について
ア 交通事故発生状況について
(ｱ) 管内における過去５年間の交通事故発生状況を説明した。
(ｲ) 平成30年中における子供及び高齢者の交通事故発生状況を
説明した。

イ 交通事故防止対策について
(ｱ) 交通安全教育を推進した。
(ｲ) 広報啓発活動を推進した。
(ｳ) 街頭活動の強化を図った。
(ｴ) 交通指導取締りの強化を図った。

ウ 歳末期における交通事故抑止対策について
(ｱ) 交通安全教育を実施した。
(ｲ) 広報啓発活動を実施した。
(ｳ) 街頭活動の強化を図った。
(ｴ) 交通指導取締りを実施した。
(ｵ) 通学路点検を実施した。
(ｶ) 飲酒運転防止対策を実施した。

２ 平成30年10月から12月までの業務重点推進結果について
署長から、次のとおり説明があった。

(1) 犯罪抑止の取組状況について
ア 防犯講話の開催、不審者対応訓練及び非行防止教室を実施し
た。

イ 防犯パトロール及び年末防犯キャンペーンを実施した。
会議の状況 (2) 窃盗犯検挙の推進について

ア 期間中の月ごとの発生認知状況を説明した。
イ 期間中の月ごとの検挙状況を説明した。
ウ 主要検挙事件を説明した。

(3) 児童虐待の発生状況について
平成30年中の発生認知状況を説明した。

(4) 交通事故防止の取組状況について
ア 平成30年年末の交通安全県民運動に伴う諸対策の推進状況に
ついて
(ｱ) 年金受給日における高齢者見守り活動を実施した。
(ｲ) 飲食運転根絶のための飲食店訪問活動を実施した。
(ｳ) 飲酒運転根絶ポスターコンクール表彰式を実施した。

イ 子供の交通事故防止について



(ｱ) 子供に対する交通安全教育を推進した。
(ｲ) 街頭活動の強化を図った。
(ｳ) 「安全横断「手のひら運動 」を推進した。」
(ｴ) 通学路点検を実施した。

ウ 高齢者の交通事故防止について
(ｱ) 高齢者に対する交通安全教育を推進した。
(ｲ) 交通事故歴高齢者宅訪問活動を推進した。
(ｳ) 運転免許証自主返納を推進した。

エ 運転者対策の推進について
(ｱ) 事業所に対する交通安全教育を実施した。
(ｲ) 大学生に対する交通安全教育を実施した。
(ｳ) 夕暮れ時の早め点灯運動を実施した。

オ 交通取締りの強化を図った。
(5) 知能犯犯罪の検挙及び組織犯罪対策の推進について
ア 知能犯犯罪の検挙推進状況を説明した。
(ｱ) 振り込め詐欺等特殊詐欺事件の発生状況を説明した。
(ｲ) 振り込め詐欺を助長する犯罪検挙の推進を図った。

イ 組織犯罪対策の推進状況を説明した。
(ｱ) 暴力団犯罪及び薬物犯罪の検挙を説明した。
(ｲ) 暴力団排除活動の推進を図った。

(6) 術科推進状況について
ア 交番等安全対策の推進について
イ 長崎県警察逮捕術大会結果について説明した。

。ウ 平成30年度浦上警察署武道始め大会の実施について説明した

３ 業務重点推進計画について
署長から、次のとおり説明があった。

(1) 犯罪抑止の取組状況
特殊詐欺を始めとした犯罪抑止活動の推進状況について

(2) 交通事故抑止の取組状況
ア 子供の交通事故防止対策の推進
イ 高齢者の交通事故防止対策の推進
ウ 交通取締りの強化

(3) テロの未然防止対策の推進

４ 平成31年浦上警察署業務運営上点について
署長から、次のとおり説明があった。

(1) 高齢社会総合対策の推進
(2) 県民が安全で安心して暮らせる犯罪の起きにくい社会作りの推
進

(3) 悪質･重要犯罪の徹底検挙
(4) 暴力団の壊滅と薬物・銃器犯罪の根絶
(5) 交通事故の抑止と飲酒運転の根絶
(6) 大規模自然災害等緊急事態への的確な対処
(7) 官民一体となったテロ対策の推進

○ 卒業期における児童の犯罪被害及び交通事故抑止対策の推進につ
提 出 意 見 いて

卒業、入学準備のため、幅広い年齢層の方々が慌ただしくなる時
期であることから、その隙を見ての犯罪の抑止及び引き続きの交通
事故抑止対策を推進してもらいたい。

○ みかじめ料等縁切同盟「長崎解縁隊浦上」の更なる推進について
非常に良い取組であるため、今後も組織の拡大と活動の活性化を

図ってもらいたい。


